
5位 20.3% 5位 15.6% 6位

⑧様々な機会の学びの活性化 52.0% 2位 41.2% 3位 50.3% 2位

⑥文化芸術やスポーツの多方面への活用 35.1%

10

⑤文化芸術の振興 22.1% 6位

④外国人が活躍しやすい社会の構築 13.9% 8位 15.0% 6位

13.2% 8位 16.6% 5位

11.1% 8位

36.5% 4位 38.4% 4位 33.8% 4位

②女性や高齢者等の社会参画の促進 45.9% 3位 42.9% 2位
県民
意識

満足度

順位 割合 順位割合 順位 割合 順位 割合
①様々な状況に対応した就業の支援 59.4% 1位 49.2% 1位 64.3% 1位

47.9% 3位

③地域コミュニティの機能強化と活性化の支援

14.3% 7位

重視度 令和３年度

令和４年度
37.1%

政策を構成する施策の評価

番号

令和６年度
80.0%

7位／８政策

11

文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興 概ね順調

　コロナ禍を経て、文化芸術やスポーツが持つ力が見直され、イベント等が活性化したことにより、学びに対する関心
が高まったことや、コンテンツの充実を図ったことにより、プラットフォームのセッション数が増加した。スポーツ活動の
推進や人材の育成、学びの活性化については、地域によって意識や状況等に差があり、結果に至るまで期間を要す
る取組であることから、達成率については遅れが生じているものの、継続的な支援により一定の成果が見られる。全
体の達成度は前年より改善し、文化芸術・スポーツ活動に親しみ学びができる環境づくりに進展が見られることか
ら、総合的に本施策を「概ね順調」と評価した。

令和６年度
4位／８政策 4位／８政策

令和３年度 令和５年度

本政策において優先すべきと思うテーマ

  令和６年度政策評価・施策評価基本票  

政策評価シート 政策
番号

5

令和４年度 令和５年度
82.6%

6位／８政策

就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進 概ね順調

　高年齢者雇用率や障害者雇用率にやや遅れが見られているものの、前年度から数値は向上しており、さらなる普
及啓発や、事業者支援などにより数値が向上することが想定される。「みやぎ移住サポートセンター」を通じた移住
者数が令和６年度の目標指標を上回ったほか、女性のチカラを活かすゴールド認証企業数が順調に増加している。
また、多言語による生活情報の提供についても、目標指標に対して順調に推移していることから、総合的に本施策を
「概ね順調」と評価した。

施策の名称 施策評価（原案）

令和３年度

35.0%

⑦スポーツの振興 21.5% 7位 14.6% 7位

評価対象年度

政策推進の基本方向

誰もが安心していきいき
と暮らせる地域社会づく
り

政策目標

令和４年度 令和５年度 令和６年度

80.4%
7位／８政策

40.9%

　年齢・性別・国籍等に関わらず多様な主体がいきいきと社会に関わることができる環境を整え、社会参画を促すとともに、
様々な交流や特色ある地域活動等を促進します。あわせて、文化芸術・スポーツなど、県民の活動や学びのための場や人づ
くりを進め、それぞれの豊かな暮らしや地域の活性化につなげます。

一人ひとりがいきいきと豊かに生活でき
る環境をつくる

令和５年度

政策担当
部局

企画部

評価担当
課室

総合政策課

政
策
名
称

政策に対する県民意識調査の結果

5位／８政策

政策推進の基本方向３ 誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり
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政策評価（原案） 概ね順調

　就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進については、高年齢者雇用率、障害者雇用率や外国人雇用者数
等に遅れがみられるものの、女性のチカラを活かすゴールド認証企業数が増加しているほか、「みやぎ移住サポートセン
ター」を通じたUIJターン移住者数、都市と農村の交流活動事業に参加した人数や多言語による生活情報の提供実施市町
村数が順調に推移するなど、施策全体としては概ね順調に進んでいる。
　文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興については、スポーツ活動の推進や人材の育成、学びの活性化については遅
れが見られるものの、生涯学習プラットフォームセッション数は増加がみられるほか、全体の達成度は前年より改善し、文化
芸術・スポーツ活動に親しみ学びができる環境づくりに進展が見られるなど、施策全体としては概ね順調に進んでいる。
　以上のとおり、スポーツに親しみ、学びの機会が提供される環境づくりについてやや遅れが見られるが、コロナ禍を経てイ
ベント等文化芸術の振興や多様な主体の社会参画の促進については取組が概ね順調に進んでおり、県民が重視する様々
な状況に対応した就業の支援についても一定の成果があったとして、政策全体では「概ね順調」と評価した。

５－１
移住定住の促進・関係人口の創出と地域コミュニティの活性
化

５－２
多様な主体が活躍できる社会の実現

５－３
人生１００年時代を見据えた生涯学習・スポーツ、文化芸術
の推進

５－１
・オンラインを活用した情報発信やマッチングの強化、市町村
へのアドバイザー派遣や研修会開催等、県内外の大学生等
と地域とを結びつける事業による関係人口の創出・深化、地
域おこし協力隊の支援の充実・強化、県内企業への就業促
進等による移住定住の推進

５－２
・就職活動を行う女子学生に対する、県内企業情報等の更
なる周知や、県内企業の多様な働き方の導入・充実のため
の伴走型支援
・ひきこもり等就労困難者へのオンラインを活用した居場所
支援や中間的就労の場提供等による就労の促進
・民間企業への普及啓発や合同面接会等、企業と求職者双
方への就労支援による障害者の就労促進

５－３
・「生涯学習プラットフォーム」の運用による地域住民、行政、
教育機関、NPO等、多様な主体の行動連携の推進
・総合型地域スポーツクラブの普及及び放課後児童や子育
て女性のスポーツ機会創出等による、スポーツを通じた地域
の活性化
・宮城県美術館の令和７年度リニューアルオープンに向けた
施設改修や多賀城1300年記念事業等による、文化芸術に
親しみ学びができる環境づくりの推進

計画期間に取り組むべき政策課題と対応方針

政策課題（R3～R6の4年間固定） 対応方針
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  令和６年度政策評価・施策評価基本票 

D

C

A

(令和5年度)
491人

(令和5年度)
35市町村

(令和5年度)

283事業

790人

310人

(令和元年度)

251事業

43.8%

進捗割合型I

75.0%
進捗割合型I(令和5年度)

外国人雇用者数（技能実習生を除く）（人）

(令和元年) (令和5年)

(令和元年)

女性のチカラを活かすゴールド認証企業数（社）

進捗割合型I
15,033人

9,118人 11,711人
(令和5年)

85
（❸）

81
（❷）

82
（❷）

83

（設定年度） （測定年度） (令和６年度）

雇用支援拠点における支援者の就職件数（人）［累
計］

0人 3,792人
4,215人

目標指標
初期値 実績値 目標値

(令和2年度) (令和5年度)

達成状況
（達成率は初期値から目標値までの進捗割合を示したもの）

達成度
達成率

目標指標の種類

A

78
（❶）

79

高年齢者雇用率（%）
15.0% 15.8%

90.0%
進捗割合型I

（❶）

77
（❶）

28.6%
進捗割合型I

46.2%
障害者雇用率（%）※ 2.11% 2.29%

2.50%

17.8%
(令和2年) (令和5年)

施策名

政策
一人ひとりがいきいきと
豊かに生活できる環境を
つくる

県事業費

施策担当
課室

地域振興課

施策評価シート

就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進

決算見込額
（千円）

年度 令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

－584,984千円

評価対象年度

施策番号

令和５年度

10

目指す
宮城の姿
(施策目標）

実現に向け
た方向性

➊誰もが自らの希望や適性に応じた就業を通じ、それぞれの個性と能力を十分に発揮できる雇用環境の下、
多様な生き方を尊重し合いながらいきいきと社会に関わっています。
➋様々な人が関わりながら、それぞれの地域における住みやすさや魅力の向上につながる特色ある活動が展
開されるなど、地域が活性化しています。
➌外国人が、国籍を問わず地域での様々な活動や就業などを通じて安心して暮らしています。

34社 43社
46社

(令和2年度)

（❷）

84
（❸）

162事業
(令和2年度)

348人
(令和元年度)

284人
(令和元年度)

27市町村

806人
(令和5年度)

※法定雇用率の引き上げに伴い令和６年度目標値を2.3%から2.5％に変更。

◇若年層、子育て層、高齢者、障害者等、様々な状況に対応した職業能力開発や職業相談等を通じ、就業を
希望する人の支援を行います。
◇産学官の関係機関等と連携し、女性や高齢者、障害者、外国人、ひきこもり状態にある人など、多様な人が
それぞれの状況に応じた働きやすい環境の整備を進め、就労を通じた社会参画を促進します。
◇地域づくりに関わる人やNPO等の交流や協働、学びを通じた地域活動を促進するとともに、移住・定住や関
係人口の増加を推進し、地域コミュニティの機能強化や活性化を図ります。
◇国籍、民族等の違いに関わらず人権が尊重され、社会参画できる多文化共生に対する理解を深め、地域や
職場における交流を促進するほか、コミュニケーション等の基本的な生活支援の促進など、外国人が活躍しや
すい社会を構築します。

2,202,208千円12,922,635千円

D

80
（❶）

地方創生推進交付金の活用事業数(市町村分)（事
業）［累計］
「みやぎ移住サポートセンター」を通じたUIJターン移
住者数（人）［累計］

都市と農村の交流活動事業に参加した人数（人）

多言語による生活情報の提供実施市町村数（市町
村）［累計］

B

A

A

A35市町村

73.6%
進捗割合型I

100%超
進捗割合型I

100%超
進捗割合型I

100.0%
進捗割合型I
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概ね順調

　高年齢者雇用率や障害者雇用率にやや遅れが見られているものの、前年度から数値は向上しており、さらなる普及啓発
や、事業者支援などにより数値が向上することが想定される。「みやぎ移住サポートセンター」を通じた移住者数が令和６年
度の目標指標を上回ったほか、女性のチカラを活かすゴールド認証企業数が順調に増加している。また、多言語による生活
情報の提供についても、目標指標に対して順調に推移していることから、総合的に本施策を「概ね順調」と評価した。

目
標
指
標
達
成
状
況
の
分
析

・７７～７９：就職件数、雇用率向上に向け、障害者や高齢者が働きやすい職場環境整備が必要となるため、企業訪問
や企業向けセミナーにより普及啓発を図った。障害者等の雇用にあたっては、法定雇用率の引き上げに伴う目標値
の上昇等により未達成の状況にあるが、令和4年度実績から数値は向上しており、着実に目標達成に近づいている。
・８０：企業による取組事例の紹介や認証制度のメリット等をHPや様々な会議において、広く周知を行った結果、企業
における認知度の向上と、認証取得のメリットを認識したことにより、令和5年度実績は令和4年度実績に比べ4社増
加した。
・８５：新型コロナウイルス感染症の影響による新規入国抑制等により累計人数は伸び悩んでいるものの、外国人労
働者数は、平成１９年度以降、過去最高となった。

県民
意識

本政策において
優先すべきと思う

テーマ

①様々な状況に対応した就業の支援 64.3% 1位
②女性や高齢者等の社会参画の促進 47.9% 3位
③地域コミュニティの機能強化と活性化の支援 33.8% 4位
④外国人が活躍しやすい社会の構築 11.1% 8位

❸
関
連

事
業
の
成
果
等

・外国人児童生徒の受入拡大に向け、学習支援等を行うサポーターを31校、学校への助言を行うアドバイザーを23
校へ派遣するなど、日本語指導を必要とする児童生徒への支援を行った。
・日本語講座が開設されていない２町において対面２回、オンライン８回の講座を実施したほか、日本語学習支援を
行う人材の養成講座を２町で開催した。
・外国人材の受入れを促進するため、インドネシア政府等と産業人材の受入れに関する覚書を締結し、インドネシアの
若者を対象に宮城県PRイベント・ジョブフェアを実施した。

・県内の障害者雇用については、法定雇用率未達成の状況
にあり、企業の障害者雇用に対する意識醸成、理解促進が
必要である。

・「みやぎ移住サポートセンター」からの移住者数は、順調に
推移しているが、更なる移住者の呼び込みに向けて、受け入
れ主体である市町村において移住戦略立案・推進や定住推
進等に対する支援が必要である。

・全市町村において日本語講座の開設を目標としているが、
日本語学習支援者の高齢化や人材不足により既存講座が
終了する状況が見受けられるため、既存の講座の継続支援
や新規講座の立上げを支援することで、日本語を学ぶ環境
を整備する必要がある。

・企業訪問やセミナーによる普及啓発を行うほか、企業・関係
団体のネットワークを構築し、障害者雇用を推進する。

・官民連携組織である「みやぎ移住・定住推進県民会議」の
会員がより効率的かつ効果的な移住施策に取り組むことが
できるようセミナーや情報交換の機会を提供する。

・新規日本語講座の立上げ・運営を担う日本語学習支援者
の育成研修等の支援を行うほか、既存の日本語講座に対し
て講座内容のアドバイスや日本語学習支援者のスキルアッ
プ研修を行い、多くの外国人材が日本語を学べる機会を確
保する。

評価を踏まえた施策の課題と対応方針

施策の課題 課題解決に向けた対応方針

施策の成果の検証

施策評価（原案）

❶
関
連

❷
関
連

・若年求職者を対象にキャリアカウンセリング（面談者５，７６８人）や、就職セミナー（参加者４４０人）等の各種就労
支援策を実施した結果、2,582人の就職決定に結びついた。
・NPOや経済団体と連携図り、女性活躍ネットワークに係るセミナーを３地域で開催し、延べ７７人の参加者に女性活
躍の推進に向けた普及啓発を行ったほか、若年女性の県内定着を図るため、女性活躍に積極的な県内事業者への
現場訪問の実施や、女性が活躍できる職場環境づくりに意欲のある県内事業者へ支援を行うなどの取組を行った。

・首都圏からの移住者確保を目的とし、市町村と連携した対面型移住促進イベントの開催や、出張相談会の実施な
どにより本県の魅力をＰＲし、令和５年度の移住者数は、前年度から21人増え、１38人となった。さらに、一定の要件
を満たした移住者に支給される移住支援金についても、前年度に比べ５１件増となる１６４件の支給を行うなど、宮城
県への移住に関する関心の高さがうかがえる。
・中学生を対象にしたネクストリーダー養成塾を開催し、４８人の参加があり、地域で主体的に活躍できる人材の育成
を行った。
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算見込額
(千円)

事業概要 県内外に向けた宮城の様々な魅力の総合・横断的な広報

事業実績 全国放送網のテレビを活用したパブリシティにより、宮城の
様々な魅力を発信し、4企画の露出を獲得した。また、宮城の
魅力を紹介するショート動画38本をSNSで公開し、若年層
を中心に幅広い世代に訴求を図った。

事業概要 移住イベント開催、移住相談窓口(対面・Web)の充実、関係
人口の創出・深化

事業実績 首都圏在住の移住希望者に向けて、県内各市町村と連携し
た移住促進イベントや出張相談会等により本県への移住を
ＰＲした。また、東京の移住相談窓口でのきめ細かな相談対
応により、R5移住者数は138人となった。

事業概要 一定の要件を満たす東京圏からの移住者に対する支援

事業実績 東京圏から移住し対象求人へ就業するなど、一定の要件を
満たした移住者に対し移住支援金164件（世帯105件、単
身59件）を支給し、県内への移住・定住を推進した。

事業概要 県内のサテライトオフィス利活用に係る賃料等への助成

事業実績 本県への新たな人の流れを創出するため、県内に新たにサ
テライトオフィスを設置する企業等に対する賃料補助を12件
実施し、13人の県内勤務につながった。

事業概要 産業振興・経営等の専門家派遣による過疎市町等の支援

事業実績 過疎地域等政策支援員を１名に委嘱し、２市１町に派遣を行
い過疎地域等が抱える課題解決に対して専門的知見やノウ
ハウを生かした指導・助言を行う等、市町の施策推進に貢献
した。

事業概要 地方振興事務所による人口減少・少子化対策事業の実施

事業実績 人口減少・少子高齢化への対策のため、７つの地方振興事
務所（地域事務所）が市町村や地域と連携して移住体験、
体験型婚活、地元企業との意見交換会等の創意工夫を凝ら
した事業を展開した。

事業概要 県内ＮＰＯネットワークの構築、プロボノの普及、NPO支援施
設の支援

事業実績 プロボノ普及啓発セミナーを開催し、３４人が参加したほか、
県内ＮＰＯ支援施設１１施設への活動支援や、みやぎＮＰＯ情
報ネットの再構築を進め、ＮＰＯの基盤強化及びネットワーク
構築につなげることができた。

事業概要 子ども・若者総合相談センターの設置や支援体制の連携強
化等

事業実績 子ども・若者支援地域協議会を１１回開催し、関係機関の連
携を強化するとともに、石巻圏域子ども・若者総合相談セン
ターを運営し、子ども・若者の様々な相談に応じて適切な支
援につなげた（相談件数１，５５０件）。

事業概要 講話やグループワーク等による中学生の育成等

事業実績 中学生を対象にネクストリーダー養成塾を開催し、４８人が
参加するとともに、青少年意見募集事業を実施し９４人が意
見を表明するなど、地域で主体的に活躍できる人材の育成
につながった。

事業概要 あらゆる分野における男女共同参画の推進等

事業実績 ポジティブアクションやワーク・ライフ・バランス等に取り組む
「女性のチカラを活かす企業」の認証数は629社(R6.3現
在)となり、多様な働き方の促進につなげることができた。

事業概要 経済団体や各種団体との連携による女性活躍の推進等

事業実績 ＮＰＯや経済団体等と連携し、女性活躍ネットワークに係るセ
ミナーを３地域で開催（延べ77人参加）して、女性活躍の推
進への普及啓発を行いながら、県内関係団体の連携強化に
つなげることができた。

8

6

4

2

子ども・若者支援
体制強化事業

環境生活部
共同参画社
会推進課

11,231

9
みやぎ若者活躍応
援事業

環境生活部
共同参画社
会推進課

3,139

「地域課題解決
型」人口減少・少
子化等地域対策強
化事業

企画部 地域振興課 33,402

7
NPO活動推進事
業

環境生活部
共同参画社
会推進課

4,600

サテライトオフィス
設置推進事業

企画部 地域振興課 6,363

5
過疎地域等政策支
援員派遣事業

企画部 地域振興課 5,591

移住・定住推進事
業

企画部 地域振興課 53,574

3 移住支援金事業 企画部 地域振興課 165,040

推進事業一覧シート

就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進

事業概要及び実績

1
宮城県戦略的魅力
発信事業

総務部 広報課 21,265

10

11

いきいき男女共同
参画推進事業

環境生活部
共同参画社
会推進課

3,746

地域女性活躍推進
事業

環境生活部
共同参画社
会推進課

3,997
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算見込額
(千円)

事業概要及び実績

事業概要 企業等での多様な女性活躍の促進による若年女性の県内
就職・定着の推進等

事業実績 若年女性の県内定着を図るため、女子学生向けに女性活躍
に積極的な県内事業者への現場訪問を実施したほか、女性
が活躍できる職場環境づくりに向けて意欲のある県内事業
者へ支援を行った。

事業概要 地域福祉推進のためのネットワーク構築等

事業実績 市町村等の地域共生社会形成に向けた取組を推進した。包
括的な相談支援を担う人材育成研修を2回実施し、51名が
受講。市町村職員のほか、社会福祉法人職員が参加し、地
域における相談支援業務の深化を推進した。

事業概要 貸付事務費への助成

事業実績 事業の実施主体である宮城県社会福祉協議会に対し、貸付
及び債権管理に係る事務費の補助を行った。

事業概要 福祉・介護人材の安定的な確保等の推進

事業実績 求人事業者と求職者のニーズを把握し、的確なマッチング等
の業務を行うキャリア支援員を宮城県福祉人材センターに
配置した。年度末までに57名前後の人材確保につながる見
込み。

事業概要 地域支援センターの運営等

事業実績 ひきこもり地域支援センターでの相談支援(面談延べ896
件(実92件)、電話延べ143件)や家族教室、居場所づくり
等の実施により、支援の充実や切れ目のない支援体制の構
築に寄与した。

事業概要 就職説明会の開催等

事業実績 新規高卒者の就職促進及び県内企業の人材確保を図るた
め、合同企業説明会を5回（2,083人・379社参加）、就職
面接会を2回（78人・103社参加）開催した。

事業概要 就職説明会の開催等

事業実績 新規大卒者等の県内就職促進及び県内企業の人材確保を
図るため、就職ガイダンスを令和６年３月５日に開催した。

事業概要 民間企業における障害者雇用の促進

事業実績 民間企業の障害者雇用を促進するため、企業訪問や企業向
けセミナー、特別支援学校見学会等の開催により、障害者雇
用の普及啓発、雇用促進を図り、235人の障害者の就職に
つながった。

事業概要 みやぎジョブカフェの運営

事業実績 若年求職者を対象にキャリアカウンセリング（面談者5,768
人）や就職支援セミナー（参加者440人）等の各種就労支
援を実施した結果、2,582人の就職決定に結びついた。

事業概要 働くことに悩みを抱える若年無業者への就労支援

事業実績 県内3箇所の地域若者サポートステーションを通じての就労
支援により、若年無業者99人の進路決定に結びついた。

事業概要 就職氷河期世代への就労支援

事業実績 県の就職支援施設において、就職氷河期世代を対象とした
就労支援を実施し、登録者521人の雇用に結びついた。

13

14

15

12

18

19

20

16

17

21

22

みやぎ女性応援プ
ロジェクト

生活福祉資金貸付
事業

保健福祉部 社会福祉課 8,106

福祉・介護人材
マッチング機能強
化事業

保健福祉部 社会福祉課 18,900

環境生活部
共同参画社
会推進課

18,286

地域福祉推進事業 保健福祉部 社会福祉課 7,737

高卒就職者援助事
業

経済商工観
光部

雇用対策課 1,441

新規大卒者等就職
援助事業

経済商工観
光部

雇用対策課 2,194

ひきこもり支援推
進事業

保健福祉部
精神保健推
進室

37,488

みやぎの若者の職
業的自立支援対策
事業（ニート対策
事業）

経済商工観
光部

雇用対策課 1,933

就職氷河期世代支
援事業

経済商工観
光部

雇用対策課 41,940

障害者雇用プラス
ワン事業

経済商工観
光部

雇用対策課 30,754

若年者就職支援ワ
ンストップセンター
設置事業

経済商工観
光部

雇用対策課 58,416
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算見込額
(千円)

事業概要及び実績

事業概要 外国人相談センターの運営等

事業実績 13言語で相談できる外国人相談センターを運営し、外国人
県民生活相談に対応した。また、多文化共生社会推進審議
会を４回開催し、第４期多文化共生社会推進計画を策定し
た。

事業概要 地域日本語教育体制の構築及び共生まちづくりの促進

事業実績 日本語講座がない「空白地域」２市町において対面の日本
語講座を２回、オンライン講座を８回試行したほか、日本語学
習支援を行う人材の養成講座を２町で開催した。

事業概要 農業の魅力発信、農業体験

事業実績 職業として農業を選択する若い女性の増加を目指し、女子
大学生等を対象に農業体験を7回開催、延べ85名が参加し
た。体験を通じた農業への興味・関心の高まりにより、農業
分野に就職を考える学生の増加等を図れた。

事業概要 女性が働きやすい就業環境の整備等

事業実績 女性農業者の増加・定着に向け、農業法人が行う女性が働
きやすい就業環境整備を3件支援した。また、農業女子機械
セミナー等、計3回の研修会を開催し、女性農業者の資質向
上や交流を図った。

事業概要 水産加工業における女性の定着・活躍の推進

事業実績 女性が働きやすい職場づくりを支援するため、支援企業3者
を選定し、専門家派遣を行った。また、水産業界における女
性活躍に対する意識の浸透を図るため、水産加工業者向け
のセミナーを開催し、7者が参加した。

事業概要 外国人児童生徒への支援

事業実績 業務委託先と連携し、学習支援等を行うサポーターを31校
2,530.5時間（オンライン支援・通訳含む）、学校への助言
を行うアドバイザーを23校30回派遣し、日本語指導を必要
とする児童生徒へ支援を行った。

事業概要 児童養護施設退所者への生活・就労相談等

事業実績 児童養護施設退所児童等からの生活や就業に関する相談
2,485件に応じるなど、退所児童等の自立について支援し
た。

事業概要 障害者の就業体験の場の創出等支援、就労支援事業所等
へのコンサルタントの派遣等

事業実績 県庁内で障害者の職場実習生8人、地方公所で４人を受け
入れ、うち3人が一般就労へ移行。また、就労支援事業の運
営に関する研修会の開催やコンサルタント派遣(5事業所)に
より、事業所の経営力向上につながった。

事業概要 日本語学校開設に向けた調整

事業実績 大崎市との間に覚書を締結し、日本語学校開設に向けた連
携について確認したほか、留学生募集を始めとする支援の
実施に向け体制を構築した。また、石巻市においても開設候
補地を決定するなど、検討が進捗した。

事業概要 外国人材を受け入れる県内企業への支援等

事業実績 県内企業と留学生等を対象とした合同企業説明会、交流
会、企業訪問ツアー等を実施し、留学生等50人が県内企業
に就職したことで、県内企業の労働力不足解消やグローバ
ル化の推進に貢献した。

事業概要 技能実習生等への在留資格転換支援

事業実績 特定技能受入企業による座談会などセミナーを３回開催し、
企業担当者延べ８５人が聴講した。技能実習生・特定技能
外国人の交流イベントを県内2か所で開催し、外国人材のべ
327名が参加した。

24

25

26

23

再
2

再
3

再
4

27

28

再
1

再
5

「キラリ！農スタイ
ル」魅力発信事業

農政部 農業振興課 6,175

みやぎのキラリ輝く
女性応援事業

農政部 農業振興課 6,871

多文化共生推進事
業

経済商工観
光部

国際政策課 6,917

地域日本語教育体
制構築事業

経済商工観
光部

国際政策課 6,810

【再掲】退所児童
等アフターケア事
業

保健福祉部
子ども・家
庭支援課

19,018

【再掲】障害者就
業・生活支援事業

保健福祉部 障害福祉課 24,578

「女性が輝く」みや
ぎの水産加工業創
生事業

水産林政部
水産業振興
課

5,887

外国人児童生徒受
入拡大対応事業

教育庁 義務教育課 13,181

【再掲】外国人材
高度化転換支援事
業

経済商工観
光部

国際政策課 5,618

【再掲】日本語学
校開設準備事業

経済商工観
光部

国際政策課 9,522

【再掲】外国人材
マッチング支援事
業

経済商工観
光部

国際政策課 21,357
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算見込額
(千円)

事業概要及び実績

事業概要 多様な人材の確保・育成に向けたオーダーメイド型支援

事業実績 多様な人材確保のため現地視察研修会、マルシェ等の実施
や３件のマッチング支援を行い、農福連携の普及啓発に努
めた。また、新たな取組等を行う中小規模家族経営体や就
農して間もない農業者を５件支援した。

事業概要 地域課題解決に向けた人材の活用と地域資源を活用した６
次産業化支援

事業実績 都市農村交流2地域への伴走支援による都市人材40人と
の交流機会創出や補助5件による交流体制強化のほか、６
次産業化事業者3者へ専門家を派遣し、新商品企画や販路
開拓等の売上向上、事業計画作成を支援した。

事業概要 林業の新規就労者確保対策への支援

事業実績 林業を志望する若者や知識・技術の習得、技能向上を目指
す就業者を対象に学びの場を提供した結果、４コース３２講
座において３３３名（内女性３６名）が受講し、知識・技能の
習得につながった。

事業概要 他県連携、ＩＬＣ推進等

事業実績 若者の地元定着を目的とした交流支援事業（両県大学生
17名参加）を山形県と共同で実施したほか、「日本創生の
ための将来世代応援知事同盟」によるサミット開催等、事業
を通じて28道府県と一層の連携を深めた。

再
8

再
9

再
6

再
7

推進事業決算見込額合計
（再掲は除く）

584,984

【再掲】オーダーメ
イド型農活支援事
業

農政部 農業振興課 10,588

【再掲】地域連携
推進事業

企画部 総合政策課 2,262

【再掲】地域資源・
キャリア人材フル活
用事業

農政部
農山漁村な
りわい課

17,948

【再掲】みやぎ森
林・林業未来創造
カレッジ設立・運営
事業

水産林政部 林業振興課 15,625
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  令和６年度政策評価・施策評価評価書 

目指す
宮城の姿
(施策目標）

➊多くの人が文化芸術に触れ、気軽に携わることができるだけなく、文化芸術の持つ力が多方面へ作用し、観
光やまちづくり、国際交流、福祉、教育、産業等、様々な分野に良い影響を与えています。
➋誰もが気軽にスポーツに親しみ、健康で充実した生活を送ることができるとともに、関わり方や楽しみ方が
多様化し、スポーツを通した様々な交流が県内各地で活発に行われています。
➌あらゆる世代が充実した生活を送り、新しいことにチャレンジできるよう、それぞれのライフステージにふさわ
しい学びができる機会が充実しており、その成果が社会に生かされています。

実現に向け
た方向性

◇芸術活動や地域文化の振興・継承，人材の育成など、県民が行う文化芸術活動を支援するとともに、誰も
が文化芸術を創造・発表・享受し親しむことができる環境づくりを進めます。
◇文化芸術やスポーツの持つ力を、教育の充実や観光の振興、地域活性化などに最大限活用します。
◇働く人や高齢者、障害者等、様々な人の生涯にわたるスポーツ活動の推進や、スポーツを身近に感じる環境
づくりを進めます。
◇全国的・国際的なスポーツ大会で活躍できる人材を育成します。
◇大学などの教育機関による学びなおしの機会提供や、図書館、公民館等の社会教育施設と住民との連携
等による学びの活性化を促進します。

施策名 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興
施策担当
課室

消費生活・文化
課

決算見込額
（千円）

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

施策評価シート 政策
一人ひとりがいきいきと
豊かに生活できる環境を
つくる

評価対象年度 令和５年度

施策番号 11

達成率
達成度

（設定年度） （測定年度） (令和６年度） 目標指標の種類

県事業費 599,078千円 325,069千円 475,211千円 －

目標指標

達成状況
（達成率は初期値から目標値までの進捗割合を示したもの）

初期値 実績値 目標値

D
(令和2年度) (令和5年度) 進捗割合型I

80.0%
100%超

みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（文
化芸術が身近な所で様々な分野に活用され地域の活
性化に役立っていると思う人の割合）（%）

27.5% 77.3%
60.0%

100%超

A
(令和2年度) (令和5年度) 進捗割合型I

A
(令和2年度) (令和5年度) 進捗割合型I

みやぎ県民文化創造の祭典参加者の意識の変化（不
安を抱える方々の心のケアのために文化芸術の果た
す役割が大切だと思う人の割合）（%）

66.5% 81.4%

100.0%
0.0%

(令和4年度) 進捗割合型I
市町村社会教育講座の参加者数（人口千人当たり）
（人）

744人 373人90
（❸）

C
（❸） (令和2年度) (令和5年度) 進捗割合型I

756人
0%未満

D
(平成30年度)

89
生涯学習プラットフォーム閲覧数（セッション数）（件）

0件 22,712件
48,000件

47.3%

86

（❶）

87

（❶）

88
（❷）

総合型地域スポーツクラブの市町村における育成率
（%）

77.1% 77.1%
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・県内最大の総合芸術祭である宮城県芸術祭への支援（総来場者数前年比114％増）のほか、定禅寺ストリート
ジャズフェスティバルとの共催等により、地域の賑わいを創出した。
・みやぎ県民文化創造の祭典において、子どもや障害者等を対象にした事業の実施や、病院や高齢者施設等での音
楽アウトリーチの開催（参加者数727人）など、様々な方々が文化芸術に触れる機会を提供した。
・県内各市町村のスポーツ環境を把握し、イベント等により生涯スポーツの普及を行ったほか、総合型地域スポーツク
ラブ未設置の市町村に導入支援を行った結果、３町でクラブ設立につながった。

県民
意識

本政策において
優先すべきと思う

テーマ

⑤文化芸術の振興 16.6% 5位
⑥文化芸術やスポーツの多方面への活用 15.6% 6位
⑦スポーツの振興 14.3% 7位
⑧様々な機会の学びの活性化 50.3% 2位

施策の成果の検証

評価を踏まえた施策の課題と対応方針

施策の課題 課題解決に向けた対応方針

❶
関
連

❷
関
連

❸
関
連

事
業
の
成
果
等 ・県内の生涯学習情報を一元化して提供するポータルサイト「まなびのWEB宮城」において、コンテンツの充実や広

報活動により、セッション数が前年比62％増の22,712件と着実に増加してきており、大学等による学びなおしの機
会の提供や社会教育施設と住民との連携等による学びの活性化が促進された。
・巡回小劇場、青少年劇場小公演等を実施し（5,494人参加）、優れた芸術の鑑賞機会を提供した。また、宮城県美
術館では、出張創作室等をはじめとした、アウトリーチ型の学習支援を実施し、学びの機会の充実を図った。

・文化芸術が持つ様々な効果や役割を十分に発揮していくた
めには、県民が文化芸術にアクセスしやすくしたり、活動しや
すくしたりする環境づくりが必要である。

・誰もが気軽にスポーツに親しむための環境づくりとして、総
合型地域スポーツクラブの県内全市町村への設置と育成支
援等を進めているものの、認知度や活動意義の理解など、市
町村や市町村体育・スポーツ協会ごとに差がある（８市町村
で未設置）。

・「まなびのWEB宮城」のセッション数を更に増やすため、県
民の認知度や関心度を高めるコンテンツの充実や広報活動
が必要である。

・新型コロナウイルス感染症の影響により大きく落ち込んだ
市町村社会教育講座の参加者数を増加させていくため、既
存事業の再開に加え、新たな学びの場の提供や、指導者・支
援者等の養成・研修等を市町村が行っていけるよう、サポート
していく必要がある。

・地域の多様な主体と連携・協働し、様々な取組を行っていく
ことで、人的ネットワークの構築とより良い環境形成を推進し
ていく。

 ・総合型地域スポーツクラブの未設置市町村に対し、クラブ
設置の意義等を説明し、意識の醸成を図るとともに、「みやぎ
広域スポーツセンター」を通じたクラブ関係者の視察・研修
への派遣や、クラブ運営に関する助言・相談活動などのきめ
細かな取組を行うことで、スポーツに親しむ環境づくりを推進
する。

・県民向けの講座やイベントを実施する団体を取材し、その様
子を活動事例としてWEBサイト上で紹介することで、広報活
動・コンテンツの充実を図る。

・新型コロナウイルス感染症が５類に移行され、市町村の事
業が再開されてきている。コロナ禍を通して蓄積されたオンラ
イン会議のノウハウも活かしつつ、幅広い世代が学び合う場
を市町村が充実していけるよう、研修会やサポート事業を通
して支援していく。

施策評価（原案） 概ね順調

　コロナ禍を経て、文化芸術やスポーツが持つ力が見直され、イベント等が活性化したことにより、学びに対する関心が高
まったことや、コンテンツの充実を図ったことにより、プラットフォームのセッション数が増加した。スポーツ活動の推進や人材
の育成、学びの活性化については、地域によって意識や状況等に差があり、結果に至るまで期間を要する取組であることか
ら、達成率については遅れが生じているものの、継続的な支援により一定の成果が見られる。全体の達成度は前年より改善
し、文化芸術・スポーツ活動に親しみ学びができる環境づくりに進展が見られることから、総合的に本施策を「概ね順調」と
評価した。

目
標
指
標
達
成
状
況
の
分
析

・88：県民誰もが多様なスポーツに親しむことができることを目指し取り組んでいる、全市町村への総合型クラブ設
立にあたっては、総合型クラブの核となる人材や運営費の確保が課題であり、目標達成には至っていないものの、未
設置市町村への支援等により、３町（大河原町、山元町、南三陸町）で総合型クラブの設立につながった。
・89：新型コロナウイルス感染症が５類に移行したことや、オンラインの活用により徐々に講座やイベントが増加したこ
とで、WEBサイトのコンテンツの充実が図られ、県民の認知度が高まってきている。
・90：新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業を中止または縮小する市町村が多く見られ、令和２年度に参加
者数が大幅に減少した。令和４年度も影響が続き、コロナ禍前の水準には戻っていないことから、市町村が参加者の
回復に向けた取組を進められるよう支援していく。
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No 推進事業名 担当部 担当課室
決算見込額
(千円)

事業概要 競技力向上に対する助成等

事業実績 県スポーツ協会を通じて、54競技団体に対し遠征・合宿費
等の経費を助成したほか、若手や女性指導者の資格取得等
の推進、アカデミー生30名を育成対象に認定しジュニアア
スリートの発掘・育成を行った。

事業概要 総合型地域スポーツクラブの創設・育成支援

事業実績 市町村や既設クラブの相談対応等を92回実施するなど既
設クラブの運営を支援した。また、クラブ新設のための助言
や支援業務の実施により、5クラブが新設され、新たに設立
を希望する団体等を7件支援した。

事業概要 オリパラレガシーの創出・継承によるスポーツ振興

事業実績 未就学児・小学生を対象としたスポーツイベントを合計4回
開催し、461名の参加者を獲得した。また、次代を担う若手
アスリート10名を発掘し活動支援を行ったほか、4市のス
ポーツ振興施策へ財政支援を行った。

事業概要 子育て女性のリフレッシュ機会の創出等

事業実績 放課後児童のスポーツ機会創出は２クラブで135回、
1,939人が参加した。子育て女性のリフレッシュ機会創出は
２クラブで112回、378人が参加し、それぞれでより多くの運
動機会創出につながった。

事業概要 実行委員会負担金等

事業実績 主催１１事業・共催１１事業・協賛２３事業を行い、うち共催に
ついては前年度の１９万人より約５万人多い２４万人が参加
したことで、文化芸術に触れる機会の提供につながった。

事業概要 芸術文化活動への支援、美術館各種教育普及活動

事業実績 巡回小劇場・青少年劇場小公演等を実施し(5,494人参
加)、 優れた芸術の鑑賞機会を提供した。また、宮城県美術
館では出張創作室等、アウトリーチ型の学習支援を実施し、
文化芸術の普及を図った。

事業概要 生涯学習情報提供システムの構築

事業実績 講座・イベント情報や活動記事、動画等、生涯学習情報の提
供によりコンテンツが充実し、学びの環境が整備されたこと
で、利用者の増加につながった。（セッション数22,712件）。

事業概要 図書館貴重資料保存修復対策

事業実績 郷土の歴史・文化への理解促進と調査研究に資するため、
国指定重要文化財1点の修復を完了し、県指定有形文化財
2点の修復に着手した。併せてこれらのデジタル画像の作成
を行った。

事業概要 美術館リニューアルのための施設改修等

事業実績 令和７年度中のリニューアルオープンを目指して、改修工事
に着手した。また、絵本原画のデータベース化を実施し、リ
ニューアルに向けた映像コンテンツの充実を図った。

事業概要 多賀城創建1300年に向けた多賀城跡の整備

10

事業実績 令和４年度までに政庁南大路と城前官衙北半部の復元工
事が完了し、それぞれ部分供用を開始した。これにより、工事
を続けながらも見学会やライトアップイベントなどに活用さ
れ、本事業への理解や周知が広がった。

事業概要 多賀城創建1300年記念事業の企画・運営等

事業実績 古代衣装着付体験等の地域学習プログラムや多賀城跡ＶＲ
マップを作成したほか、多賀城跡出土品の３Ｄデータの作
成・公開などを行い、地域資産の魅力発信に努めた。

推進事業一覧シート

文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興

事業概要及び実績

1
スポーツ選手強化
対策事業

企画部
スポーツ振
興課

134,314

6,370

2
広域スポーツセン
ター事業

企画部
スポーツ振
興課

7,118

3
オリンピック・パラリ
ンピック競技大会レ
ガシー継承事業

企画部
スポーツ振
興課

14,900

4
総合型地域スポー
ツクラブと連携した
子育て支援事業

企画部
スポーツ振
興課

12,576

5
みやぎ県民文化創
造の祭典（芸術銀
河）開催事業

環境生活部
消費生活・
文化課

1,590

6
みやぎの文化芸術
活動支援事業

教育庁 生涯学習課 5,912

7
生涯学習プラット
フォーム構築事業

教育庁 生涯学習課

232,321

8
図書館貴重資料保
存修復事業

教育庁 生涯学習課 14,509

9
美術館リニューア
ル整備事業

教育庁 生涯学習課

推進事業決算見込額合計
（再掲は除く）

475,211

11
文化財を活用した
地域活性化事業

教育庁 文化財課 7,149

多賀城創建1300
年記念重点整備事
業

教育庁 文化財課 38,452
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